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聾学校高等部生徒の言語習得における情意面の影響
Inﬂuence of the Side of Feelings in the Language Acquisition of Deaf School Student
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要旨　本稿の目的は聾者であることの具体的で独特のあり方について文化的な視点から見
出される、“デフ・コミュニティ”が聾学校に与える影響について整理することにあり、
そのため全日制高校と聾学校の生徒に、学校・生徒・保護者との関係性や生徒の学習意欲
などについてHope Study尺度を用いてアンケート調査を実施した。聾学校の生徒は全日
制高校の生徒と比較して全項目で満足度が高いことが示され、とりわけ全体の満足度への
影響力が大きいホープと関与の 2 項目に着目した。結果の分析から、第 1 に聴者から異
なって見える“デフ・コミュニティ”の存在は、聾者独自のパーソナリティ、動機づけ、
価値観などに関係づけられていること。第 2 に聾学校において継承されている“デフ・コ
ミュニティ”の存在は、聴覚障害児（者）の行動特性やパーソナリティ形成に対して、聾
学校の教育内容よりも影響を及ぼしていることがわかった。
1 　はじめに
　筆者は聴覚特別支援学校（以下：聾学校）に勤務していた。聾学校では、佐藤学（2006：
91）の述べる「理解できるレベルまで下げて積み上げるのではなく、わからないレベルの
授業を教師や仲間たちとコミュニケーションで模倣する」というあるべき姿の授業が幼稚
部・小学部・中学部・高等部の各教科でおこなわれている。詳しくいえば、聾学校では、
生徒個々の障害程度が様々で、口話や手話や指文字などの習得状況が異なることから、一
斉授業よりも協同して学び合うという、教師と生徒が協同で模索し探求する、自立的で活
動的な学びが実践されている。
　一方で、このような聾学校の教育の現状を見ることなしに、日本は2014年に「障害者の
権利に関する条約（以下：障害者権利条約）」を批准し（国立特別支援教育総合研究所、
2017）、インクルーシブ教育を促進させた。清水（2017：93）はインクルーシブ教育につ
いて「障害児を含む特別なニーズ児などの多様な子どもたちが共に生活し学ぶ学校づくり
である。これは通常教育のシステムをインクルーシブな方向に変革するにほかならない。
つまり、インクルーシブ教育とは通常教育の変革である。」と述べている。すなわち、イ
ンクルーシブ教育は、学校における児童生徒の障害による就学先の区分撤廃を実質化した
ものであると思われるが、学校教育法施行令第 5 条に分離教育1）を示唆する文言があるこ
とや、近年の特別支援学校の増設と入学者増などの現状（韓ら、2013）を見る限り、先の
差別の撤廃という国際的な共通理解と若干の相違を内包しながら、インクルーシブ教育と
いう用語が使用されている。
　具体的には、中央教育審議会の初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別
委員会「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育構築のための特別支援教育の推進（報
告）」において、「インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求
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するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据
えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組
みを整備することが重要である。小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別
支援学級、特別支援学校といった、連続性のある“多様な学びの場”を用意しておくこと
が必要である。」と記されている。そこからは、障害のある者が排除されないとしつつも、
障害の種類で区別せずに画一的に連続性のある多様な学びの場として、特別支援学級や特
別支援学校への通学を、インクルーシブ教育に含ませていると受け取ることができる。
　これに対して、ユネスコが採択したサラマンカ声明（1994）は、「教育政策は、個人差
と個別の状況とを十分に考慮するべきである。例えば、聾者のコミュニケーション手段と
しての手話の重要性が認識されるべきであるし、また、すべての聾者が彼らの全国的手話
で教育にアクセスできることを保障する準備がなされるべきである。聾者および盲聾者は
特有のコミュニケーションニーズがあるため、彼らの教育は特殊学校もしくはメインスト
リーム（普通学校）校内の特殊学級やユニットでこそ、より適切に提供される。」として
おり、聴覚障害者と聴者のコミュニケーション方法の相違や、メインストリームの教育シ
ステムにアクセスするために日本語を意識的に習得させる必要があるなどの点から、画一
的なインクルーシブ教育の流れとは一線を画する必要性を述べている。同様なことは障害
者権利条約（2014）においても「教育機関等においては最も適当な言語並びに意思疎通の
形態及び手段で、かつ、学問的及び社会的な発達を最大にする環境において行われること
を確保すること」と規定されている。
　近年のインクルーシブ教育は、医学的なカテゴリーや考え方に基づいておこなわれてい
る（落合、1997）。ここには、障害をもつ子どもを十全に治療することで、その子どもの
ハンディキャップは解決できるという意識が存在する。とりわけ聴覚障害児の場合は、保
護者がおこなった幼児期の発語訓練の努力を無にしないため、自分の声で話せる世界に進
ませたいという、子どもへの願望が入り混じりながらなされる。さらに、医療の専門家自
身も治療や対応の成果としてインテグレーション（通常学校への就学）を推奨し、結果的
に多くの聴覚障害児が通常学校に入学する（林、2007）。聴覚障害児はこの段階で、イン
テグレーションした難聴児と聾学校に就学した聾児の 2 つのグループに分かれる。この結
果、インテグレーションした難聴児は言語獲得に関しそれぞれに非常に異なる経緯を辿り、
結局就学自体がそれぞれのパーソナリティ形成や価値観、文化的振る舞い等にまで色濃く
影を落とすことになってしまっている（林、2007）。この一つの原因は、子どもを取り巻
く周囲の人々や社会が、ハンディキャップが解決されたことで障害を抱える子どもに対し
て無関心になっているように感じることである。（聴覚障害児への教育はそこで未だに立
ち止まっている。）二つ目として、手話を用いる聾者のコミュニティに対して、十全にア
クセスするためのコミュニケーション手段を習得できないことである。
　聴覚障害児が聴者の子どもと深い関係を結ぼうと思っても、多数の聴者に対しての少数
の手話使用者という障壁が存在することから、結果的に仲の良い友達は他の聴覚障害児に
落ち着く（パディ、2007）ことになる。学校を卒業してからは、手話という共通言語を使
用する者同士の交友関係、社会的活動、スポーツや趣味などを通じてお互いの深い結びつ
きを保ちつつ（原、2015）、様々な聴覚障害者のグループに仲間を求め、手話という言語
と体験や価値観を共有した“デフ・コミュニティ”（パティ、2006：97）という聴覚障害
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者の集合体が形成される。ここには、出身の聾学校や地域、共有の友人や知り合いなどと
いう限定的で親密な人間関係があるという特徴があり（原、2015）、全国各地に人の繋が
りとして存在している。このように、聾学校で“デフ・コミュニティ”に出会い、聾学校
を卒業してからは、地域の、地方の、全国の聾者グループに仲間を求め、“デフ・コミュ
ニティ”に身を置き、“ろう文化”へ橋渡しの役割を“デフ・コミュニティ”が担うこと
になる。
　このような“デフ・コミュニティ”の形成と“ろう文化”への橋渡しには、常に手話と
いう共通言語のもとでおこなわれている。聴覚障害者の価値観や世界観、人生観、規範な
どは、すべて手話に内在されつつ、手話により仲介される（パティ、2006）。すなわち、
手話の十全な習得が、パーソナリティ形成や価値観の形成が不可欠なものであるにもかか
わらず、インテグレーションした難聴児は、聾学校に進学しないために十全な手話習得を
望むことは難しい。これが、先のインテグレーションした難聴児がパーソナリティ形成や
価値観の形成に困難を示すもう一つの理由である。
　また、ここで述べた社会集団としての“デフ・コミュニティ”と“ろう文化”を教育の
視点から見ると、聾者の言語や文化を親から子へ継承できるのは、聾者を親とする聴覚障
害児ということになる。一方で、聴者を親とする聴覚障害児は、聾学校に就学しなければ、
日常的に手話に接する機会や、聾者の伝統を習得する機会は極めて少ない。このように聾
学校は、聾学校に就学した児童生徒に手話を用いて社会生活を教える過程で、手話に内在
する価値観や世界観、人生観、規範などが伝達・発展させるとともに世代間で受け継がれ
ることを可能にしてきた。ここからわかるように、通常学校においては、聴覚障害児の言
語習得と社会性の獲得の面で十全な発達を阻害してしまっている。本来、インクルーシブ
教育と障害者権利条約が目指したのは、障害者の差別の撤廃と学問的及び社会的な発達を
最大にする環境の整備である。聴覚障害児は聾学校という特別な枠組みで分離教育されて、
何代にもわたり価値観や世界観、人生観、規範などが世代で引き継がれてきた。インクルー
シブ教育の推進は、この既存のあり方を考慮しないまま、聾学校の生徒数の減少を招き、
さらに、教育行政の観点から聾学校の閉鎖による学校数の減少を招いている。この聾学校
の閉鎖は“デフ・コミュニティ”に所属する人にとって、極めて重要な意味をもつ。それ
は、脈々と引き継がれてきた価値観や世界観、人生観、規範などの縮小（パティ、2006）
という聴覚障害教育の廃止への道を歩んでいるように見える。
　筆者はいつの時代であっても教育というものが目指すのは、社会の中で十全な発達を遂
げる人を育成することだと考えている。とりわけ、聴覚障害児が就学する聾学校において
は、“デフ・コミュニティ”から得られる豊かな言語発達が社会性を色濃く促している。
通常学校は聴覚障害児が存在しないという前提で教育課程が編成されていることで、聴覚
障害児の十全な発達を促すとはいえない。そのような状況下で、通常学校に聴覚障害児を
受け入れ、同じ空間で学ぶことで違和感が生じるのは当然である。筆者は、聴者と聴覚障
害児の学ぶ空間を同じくする空間的な統合を優先するのではなく、個々の子どもの教育的
ニーズに応じた十分な学びに等しくアクセスする環境やキャッチアップする学校環境の整
備を優先するべきであると考えている。
　本稿は、まず初めにこうした聴覚障害児の言語習得の方法や聴覚障害児を取り巻く環 
境、聴覚障害教育について概観する。つぎに聴覚障害者のパーソナリティや価値観を形成
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する場として“デフ・コミュニティ”が与える情意面の影響について、EdVisions型PBL 
（Project-Based Learning）の開発メンバーが、教育の可視化に向けた検討手法として開発
したHope Study尺度2）を用いて検討を加える。その後、“デフ・コミュニティ”で育まれて
いる社会的・文化的側面から整理する。まとめとして、現在のインクルーシブ教育の制度
設計と実践が“デフ・コミュニティ”と健聴
4 4
社会の乖離を招く危険性について考察する。
2 　問題の所在と先行研究及び聴覚障害教育
2－1　問題の所在と先行研究
　一般的な傾向として、聴覚障害児は習い覚える、つまり習得する能力は十分にあるが、
既知の知識や技能をその場その場に応じて、臨機応変に活かすことを苦手としている （吉
野、2009）。また、長渕（2000：140）は「算数学習において、物を見て視覚的位置関係を
理解することができても、それから先の思考ができない」という同様の指摘をしている。
これらの指摘は、言語の発達停滞が思考に及ぼす影響であり、聴覚障害者は機転がきかな
い、応用力に乏しいなどといわれる所以でもある。
　伝統的に聾学校における言語の指導は、生活の中で必要な基本的なことばを設定された
系統的順序に従って効率よく教える“構成法的アプローチ”が大勢を占めていた（中野・
斎藤、1996）。この指導法では、日本語を知識として習得させるために、易しい言葉から
難しい言葉に言葉を区分けし、指導の順番を系統的に配置して、段階的に効率よく学習が
進められる。筆者の経験からこの指導法は、反復学習により覚えることに重点が置かれる
ため、習得はできても活用が限定された場面や場所になる傾向があること、そして、意味
や感情が伴わない決まった例題の反復練習になりがちで、子どもの言語の習得には難があ
ると考えている。
　昭和40年代になり、聴覚障害児の教育開始の年齢が年々低下していくにつれ、子どもの
こころの発達や心理発達に寄り添う“自然法的アプローチ”が広がった （中野・斎藤、
1996）。この指導法は、教師が事前に準備した教材、あるいは子どもから表出された話題（初
期には事物や子ども自身の活動そのもの）をめぐって、非言語的・言語的なやりとりの中
でことばの習得を促進を可能にする。すなわち、子どもから表出された言葉を利用し、様々
な場面で子ども自身が所持している言葉を活用することで、関連した言葉や相互の意味の
違いなどを理解することを容易にする（四日市、2008）。このことは聴覚障害児の言葉の
習得において、子どもの心の動きや状態を知的な学習などの活動と切り離しては、考えら
れないということである。聴覚障害児の指導においては、“構成法的アプローチ”と“自
然法的アプローチ”を二分法で捉えず、教科の特性、単元の指導内容ごとに両者を融合さ
せる複合的なアプローチでなされるべきである。
　近年、学習内容を構造化した系統的な教授法は、多様な価値観や特徴をもつ現代の子ど
もたちに対応できていないことから、従来の教育理論とは異なる基礎となる前提を有する
様々な教育理論が言われるようになった。その異なる様々な教育の基礎となっているのが
“構成主義パラダイム”である（久保田、2010）。構成主義の考え方においては、学習者
を「積極的に環境に働きかけ、既存の知識を駆使して、新しい知識を主体的に構築してい
く存在（久保田、2010：49）」とみなしている。これは聾学校で行われている“自然法的
アプローチ”と通底している。ここで求められている学校や教師の役割は、知識を構築す
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るために生徒の身近な周囲の素材を用いて、個々の生徒と周囲の他者（他教師・地域）と
一緒になって学びたいことを探求し、生徒が学びたいと思った教育的ニーズから、協同学
習3）として発展させることである。このような協同学習の取組は、グループ内の人間関係
の改善による自尊感情の向上、内発的動機付けが増し教科や勉強、学校に対してよりポジ
ティブな意識になることで、生徒の学習到達度が個人的学習や競争的な学習と比して良い
傾向を示す （涌井、2006）。協同学習を用いた授業実践は、学習面や情緒面において効果
を発揮する授業方法で、とりわけ聴覚障害児の言語習得及び教科学習の伸長には欠かせな
い授業方法といえる。しかし、障害の克服という医療的な側面が色濃い教育環境下におい
ては、脇に追いやられている視点であろう。
　聴覚障害児の知的発達についてH.G. ファースは、言語能力に影響を受けるというより
も、むしろ経験とその質に左右（吉野、2009）されるという見解を述べている。聴覚障害
児の学習面や行動面を理解するためには、言語の習得や活用状況という一方向から捉えず、
直接的・間接的な様々な生活経験を含む環境要因から捉える必要があるという指摘である。
　このように聴覚障害児の知的・社会的な発達には、経験したことが実物（真正）か仮想
かという質の側面、学校内か学校外かという幅の側面、聴覚障害児が理解できる手話や指
文字等の言語を用いているか否かの深さの側面が、ことばの発達（獲得）に大きく影響を
及ぼしている。筆者はこの質と幅、深さを聴覚障害児の発達課題として捉えた教育が聴覚
障害児に必要だと考えている。具体的には、五感がフル活用される活動を授業内容に意図
的に埋め込み、教室の外に経験の幅を広げ、多種多様な物的・人的な「真正」を用いた教
育である。
　聴覚障害者はグループ分けが可能である。聴覚に障害を抱え、医学的に聴こえない人（聴
覚障害者）はdeaf（小文字のd）、聴こえないということに固有の言語・文化を見出してい
る人を聾者と呼びDeaf（大文字のD）、難聴者を残存聴力で話し言葉を理解できる人と表
している。神田（2007：71）はアメリカにおいて「デフ（Deaf）は固有言語である手話（ア
メリカ手話：ASL）をもち、自分たちの社会（ろう社会、ろうコミュニティー（Deaf 
Community））をもつ。また独自の文化をもつ。」と述べ、ASLをDeafの文化的な財産と看
做している。聾者は“デフ・コミュニティ”や“ろう文化”に所属することで、聴こえな
い自分に対して誇りをもつことになる。この考え方は日本における「ろう文化宣言」4）に
大きな影響を与えた（神田、2007）。
　聾教育が抱えている根本的な問題は、研究者が聾者と話ができないことから教育的ニー
ズの把握の根本のところで立ち止まっていることにつきる（金澤、2001）。筆者の勤務し
た聾学校においては、学校生活での不満（学校や教師への不満、家庭内の不満、友人間の
出来事など）が日常的に隠されることなく公然と生徒間で語られ、様々なトラブルとして
表出されていた。しかし、ほとんどの聴者は聾者と遜色なく自然に会話ができるレベルの
言語力（日本手話や指文字）を身に付けておらず、生徒たちの日常に入り込める教師や研
究者は極めて少ない5）。また、このような背景から、聴覚障害者を対象とした情意面の調
査も非常に少ない。さらに、聴覚障害者の数少ない調査は標本数も少なく、質問項目も聴
覚障害者だけを対象とした特殊なものであり、一般の聴者と比較している研究は見られない。
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2－2　聴覚障害教育
　聴覚障害とは、身の回りの音や話し言葉が聞こえづらい、または、ほとんど聞こえない
状態を指す。聴覚障害の程度は、デシベル（以下：dB）という単位を用いて表し、dBの
値が大きくなるほど聴覚障害の程度が重い。また、聴力レベルで聴力の程度を知ることは
可能だが、その解釈はそれほど単純でない。聴覚障害の程度が同じでも、音がゆがんだり、
途切れたりして聴こえに困難を示すケースや、補聴器装用で日常生活に問題を抱えない
ケースもある。その他、音声情報を「音」としては認識していても、「言葉」として正確
に内容を聞き取ることが難しいケースの場合、目の前の一人とは会話ができても、複数人
での雑談や授業の際の質疑応答など会話をする人が複数となると、誰がどこで何を話して
いるのか、会話の内容などを把握することが極めて困難になる。
　佐藤至英（1998：61-62）は「補聴器や人工内耳を用いても、すべての聴覚障害者（児）
が明瞭にきこえるわけではなく、そこには、聴力型（オージオグラム6）における各周波数
の聴力レベルの変化）による違い、先天的か後天的か、両側耳か片側耳だけか、一過性か
永続的か、補聴器を用いた聴覚活用の程度など様々な要因が複雑に絡んでいる。」と述べ、
聴力の状態は聴覚障害者（児）によって千差万別で、聴覚障害の程度だけをもって困難を
一括りにすることが難しいことを指摘している。
　日本学生支援機構は、聴覚障害の程度とそれによって引き起こされる一般的な学校生活
上の困難や必要とされる支援について図 1 としてまとめている。
　ここからは聴覚障害の程度が重くなるほど、視覚的な手がかりが内容の理解のために重
要な手がかりになっていて、使用している（または使用しやすい）コミュニケーション手
段は生徒によって異なり、その場の状況（相手の人数、距離、騒音など）によっても異な
ることがわかる。つまり、聴覚障害を抱える児童生徒には、その時の状況（授業場面・生
活支援場面・就労支援場面など）において、様々なコミュニケーション手段を組み合わせ
た支援が求められるのである。
　平成19年 4 月に学校教育法の改正により盲学校、聾学校及び養護学校の「幼稚部教育要
領」「小学部・中学部学習指導要領」「高等部学習指導要領」は、特別支援学校の教育要領・
学習指導要領として統一された。平成21年 3 月には、特別支援学校の幼稚部・小学部・中
図 1 　聴力レベルによる聴こえの違い
出典： 独立行政法人日本学生支援機構「教職員のための障害学生修学支援
ガイド（平成26年度改訂版）　聴覚障害 1（障害理解、場面一覧）」
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学部・高等部の新教育要領・新学習指導要領が告示された。
　高等部学習指導要領第 1 章総則第 1 節で教育目標は次のように定められている。
　高等部における教育については，学校教育法第72条に定める目的を実現するために，
生徒の障害の状態及び特性等を十分考慮して，次に掲げる目標の達成に努めなければ
ならない。
　 1 ．学校教育法第51条に規定する高等学校教育の目標
　 2 ． 生徒の障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服し自立を図るために必
要な知識，技能，態度及び習慣を養うこと。
　学校教育法第75条において聴覚障害の程度を政令で定められることが規定され、それを
受けて、聴覚障害の程度について学校教育法施行令22条の 3 で定められている。
　両耳の聴力レベルがおおむね60デシベル以上のもののうち、補聴器等の使用によっ
ても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程度のもの。
　前述したように聴覚障害者（児）の聴こえは千差万別であるにもかかわらず、原則とし
て聴覚障害の程度が重い者は特別支援学校、比較的軽い者は通常学校（義務制のみ特別支
援学級または通級による指導）において通常学級での配慮した教育をおこなうという区分
が定められていることを表している。換言するなら、就学の場は主として聴力レベルと聴
覚活用の程度により決定されているのである。しかしながら、義務制の難聴学級には本来
ならば聾学校に在学するような聴力レベルであっても、保護者・生徒自身の希望と生徒自
身の聴こえの状況により、学校が中心となって、特別支援・福祉施設・医療機関などの関
係機関と連携し、適切な支援を受けるながら通常学校に在籍している生徒も少なからず存
在する（佐藤至英、1998）。また、平成25年 9 月 1 日付け「学校教育法施行令の一部改正
について（通知）」の留意事項として、保護者の意向を可能な限り尊重することが通知さ
れている。具体的には、「障害者基本法第16条における障害者の教育に関して、障害のあ
る児童生徒等の就学に関する手続について、当該聴覚障害者が認定特別支援学校就学者に
当たるかどうかを判断する前に十分な時間的余裕をもって意見聴取を行い、保護者の意見
について可能な限りその意向を尊重しなければならない」とあり、インクルーシブ教育の
推進が画一的に示された内容となっている。
　聴覚障害者（児）のコミュニケーションにおいて特筆すべきことは、「 9 歳の壁」問題
から生起されるコミュニケーションの不安定さを挙げることができる。この「 9 歳の壁」
問題とは、主に助詞や副詞等の機能語の習得が不十分なことにより、抽象的思考が十分に
できない、それにより文章能力を含めてコミュニケーションのレベルが小学校 4 年生（ 9
歳）程度で停滞してしまうということを指摘している（野沢、1985）。このことは、機能
語等の習得が不十分のまま卒業した聴覚障害者の言語力が、通常小学校の 3 ～ 5 年程度に
止まっていることを指しており（脇中、2006）、筆者が考えるに、自身の障害認識が他者
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との交流により聴覚障害者（児）自身に生起されなければ、コミュニケーションの不安定
性として表出される。この不安定性は、「 9 歳の壁」問題とクロスしながら聴覚障害者（児）
ソーシャルスキル発達を阻害する要因になる思われる。これにより、肯定的な自己像を発
達させることに苦慮するなど、学習場面に大きな影を落とし、結果的に特別支援学校へ転
入（インテグレーション）するケースが見られる。
　上述したように聴覚障害者のコミュニケーション方法は、手話、筆談、口話、聴覚活用
など様々な方法がある。学校教育における聴覚障害教育は、それぞれの聾学校において用
いられているコミュニケーション方法に違いが見られ、どれか一つで十分ということはな
く、多くの聴覚障害者は話す相手や場面によって複数の方法を組み合わせつつ使い分けて
いる（佐藤至英、1998）。このコミュニケーション方法の相違こそが、聴覚障害の種類や程
度のみならず、聴覚障害が生じた時期や教育歴など、一人一人のアイデンティティと深く
結びつき、“デフ・コミュニティ”の強固な形成に影響を与えているのである。このことから、
個々の“デフ・コミュニティ”が与える情意面をHope Study尺度を用いて検討を加えていく
ことにする。
3 　Hope Study尺度
　本稿で用いるHope Study尺度は、生徒が将来成功する可能性を在学中の学習状況から推
測する評価尺度である。「有能感・自律性・所属感」に配慮した教育環境は、子どもたち
の適応感や学力を高め、将来の成功にもつながるという理論的仮説に基づいている。また、
Hope Study尺度において全体的に高い得点を示す生徒は、低い得点を示す生徒に比べて、
学校における目標に自分から挑戦しようとする傾向が強い。それだけでなく、たとえ失敗
しても目標により近づくことを考える傾向にある。つまり、高い得点を示す人は、人生を
楽しみ健康で、より高い自尊感情を抱く傾向（上杉、2008）にあることからHope Study尺
度を用いることにした。以下がHope Study尺度の 5 項目である7）。
①自律
　自己統制と選択についての機会のことを指す。自分の衝動をどうやってコントロールし
ていくか、自分の外からの要求と内からの要求とをどうやってうまくバランスを取ってい
くかが問題になる。
②ホープ
　自分の能力や成功への可能性を信じ、その実現に向けて努力する指向性をさす。教育は、
将来のいずれかの時期にその成果が表れてくるという一面がある。一方で、現代の結果や
成果を性急に求める対極の一面がある。その意味において、この項目は現在の学習状況へ
の満足の程度が将来の成功をどの程度予測できるかという、将来の自己の成功への予測可
能性についての視点からのものである。
③帰属意識
　「関係性」ともいわれ、個人の生活における対人間の関係の深さおよび質を測る物差し
である。帰属欲求は、情動の様式や認知過程に影響を与える基本的な動機づけでもある。
④関与
　生徒の学校での行動および態度のことをいう。行動的な関与とは、例えば熱心に取り組む、
集中する、注意を払うといったことである。関与が学校でなぜ必要なのかというと、生徒
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の学校での関与の質は、生徒が学習に注ぐ努力および持続の量によって変わるからである。
⑤目標指向性
　生徒がなぜ達成しようと努力するのか、その努力の背後にある理由を表す。「学習目標
指向性」は、純粋に、知識をいかに獲得するか、いかにスキルを増やすかを目的としてい
る。対照的に、「パフォーマンス目標指向性」は、他の人より成功したいという欲求を表
している。
4 　調査方法と結果
4－1　調査対象
　　　　　　　　　　　　 表 1 　アンケート調査生徒数一覧　　　　　　　　　単位：人
Ａ聾学校 Ｂ聾学校 普通科高校 5 校 商業科高校 3 校 総数
1 年生
2 年生
3 年生
27（男17・女10）
24（男16・女 8 ）
25（男11・女14）
9（男 1 ・女 8 ）
8（男 4 ・女 4 ）
11（男 5 ・女 6 ）
177（男78・女99）
173（男94・女79）
208（男109・女99）
117（男53・女64）
102（男53・女49）
113（男53・女60）
330（男149・女181）
307（男167・女140）
357（男178・女179）
計 76（男44・女32） 28（男10・女18） 558（男281・女277） 332（男159・女173） 994（男494・女500）
筆者作成
4－2　調査期間
全日制高校：平成24年 9 月（ 1 度の回答）
聾　学　校：平成25年 9 月（ 1 度の回答）
4－3　質問紙調査の内容
質問内容： Hope Study尺度を構成する 5 つの質問要素（自律・ホープ・帰属意識・関与・
目標志向性）と筆者独自の将来目標志向性の 6 カテゴリ（52問）の 4 件法で構
成した。項目ごとに「よく当てはまる」を 1 点とし、以下 2 点、 3 点、 4 点と
して算出した。
　　　　※将来目標指向性については独自尺度のため割愛する。
5 　調査結果と考察
5－1　調査結果
　ここでは、全日制生徒と聾学校生徒の学校に対する満足度の差とHope Study尺度の関係
を、計量経済学の手法を使用した実証分析により明らかにする。本分析では、前述したア
ンケートデータ結果を最小二乗法（Ordinary Least Square： OLS）により以下の式を推定する。
　　スコアiskl＝定数項＋β1聾学校生徒i＋β2女性ダミーi＋固定効果＋誤差項iskl
　ここでi、s、k、tはそれぞれ生徒、高校、学科、学年を意味している。被説明変数であ
る学校・生徒相互間の満足度は平均得点を表し、アンケート結果を集計した値である。聾
学校生徒は 1 と 0 の数字をとるダミー変数であり、生徒が聴覚障害をもっていた場合は 1 、
そうでない場合は 0 の値が入る。女性ダミーも同様である。固定効果には高校、学科、学
年の固定効果が入り、各高校、各学科、各学年特有の効果をコントロールしている。本分
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析が最も重要と考える変数は聾学校生徒であり、全日制生徒と聾学校生徒の関係性を実証
分析により確認していく。
表 2 　Hope Study尺度の各得点分析
説明変数名
（総平均）
スコア
（自律）
スコア
（ホープ）
スコア
（帰属意識）
スコア
（関与）
スコア
（目標指向性）
スコア
聾学校生徒
－0.323＊＊
（0.0739）
－0.228＊＊
（0.0808）
－0.339＊＊
（0.0812）
－0.260＊＊
（0.0946）
－ 0 .570＊＊
（0.104）
－0.212＊
（0.0981）
女性ダミー
0.00424
（0.0307）
0.0333
（0.0346）
0.0281
（0.0324）
－0.0660＋
（0.0386）
－0.0218
（0.0411）
0.0590
（0.0407）
定数項
2.409＊＊
（0.0567）
2.660＊＊
（0.0614）
2.351＊＊
（0.0604）
2.415＊＊
（0.0670）
2.438＊＊
（0.0772）
2.227＊＊
（0.0760）
学年固定効果 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
学科固定効果 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
高校固定効果 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
観測数 914 974 984 954 987 982
R-squared 0 .086 0 .061 0 .051 0 .063 0 .101 0 .042
括弧内は頑健性のある標準誤差（robust standard error）を示す。
＊＊p＜0.01，＊p＜0.05，＋p＜0.1 筆者作成
　表 2 は実証分析の結果をまとめたものである。分析結果より、聾学校生徒は全日制生徒
と比較して平均的に学校に対する満足度が高い（スコアが低い）ことを意味している。具
体的には、聾学校生徒は全日制生徒と比較して総平均スコアが－0.323低いことが分析結
果より示されている。とりわけ注目すべき項目は、総平均スコアよりもスコアへの影響力
が大きい結果（マイナスの値が大きい）を示しているのは、ホープ－0.339と関与－0.570
の 2 項目で、これらは全日制生徒より聾学校生徒は大きな満足度を示している。本稿では
この分析結果から、ホープと関与に限定して考察する。
5－2　考察
　ホープ及び関与の質問内容、学校種別の学年別に平均得点を表 3 として示す。
表 3 　ホープ及び関与の学年別平均点比較
№ 質問事項
全日制生徒 聾学校生徒
1 年 2 年 3 年 全学年 1 年 2 年 3 年 全学年
ホープ
1 困った時は、解決方法をたくさん考えようとした。 2.3 2.3 2.2 2.3 2.1 1.8 2.0 2.0
2 取り組んでいる時は、努力しようとした。 1.9 2.0 1.9 1.9 1.8 1.6 1.7 1.7
3 取り組んでいる時は、いつも疲れていると感じていた。 2.8 2.6 2.7 2.7 2.5 2.9 3.0 2.8
4 取り組んでいる時は、常に解決する方法をさがしていた。 2.4 2.4 2.3 2.4 2.1 1.9 2.2 2.1
5 自分の将来にとって大切なことを得るために、いろいろな方法を考えようとした。 2.3 2.2 2.1 2.2 1.9 1.8 1.8 1.9
6 友だちがあきらめてしまうときでも、解決の方法を見つけようと努力した。 2.4 2.4 2.3 2.4 2.2 2.2 2.4 2.3
7 その学習や活動で経験したことは、自分の将来のために役立つと思った。 2.0 2.0 2.0 2.0 1.7 1.8 1.6 1.7
8 取り組んでいる時は、いつも何かに悩んでいた。 2.6 2.5 2.6 2.6 2.6 2.9 3.1 2.9
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関与
1 学校で新しいことに取り組むのが楽しい。 2.1 2.3 2.1 2.2 1.7 1.5 2.0 1.7
2 学校では全力で学習や活動に取り組んでいる。 2.3 2.4 2.3 2.3 1.8 2.0 1.9 1.9
3 学校でみんなと何かをしているときは、進んで取り組んでいる。 2.3 2.2 2.2 2.2 1.8 2.0 1.9 1.9
4 学校で先生と一緒に、みんなで何かをしているときは、楽しいと感じている。 2.1 2.1 2.1 2.1 1.8 1.9 1.8 1.8
5 学校では、楽しく過ごしている。 1.9 2.0 2.0 1.9 1.7 1.8 1.7 1.7
6 学校では、先生や友だちとの話し合いに進んで参加している。 2.3 2.4 2.4 2.4 2.0 2.1 2.1 2.1
7 先生のいうことをしっかり聞こうとしている。 2.1 2.1 2.0 2.1 1.9 2.0 1.8 1.9
※得点 2 未満は編みかけ、 3 以上を○で囲んで表示する。
筆者作成
5－2－1　関与質問の学校平均スコアが高い
　学校平均スコア（ 1 に近づくほど「役立つと思った」）は、全日制生徒2.1に対して聾学
校生徒1.9で、聾学校生徒の満足度が高いことがわかる。この差は、以下の 2 つの要因が
考えられる。1 つ目として、手話を言語として持ち、手話を用いる人で構成される“デフ・
コミュニティ（Deaf Community）”への所属は、聾学校生徒の自律性を高めている（金澤、
2001）ことである。先述したように、聾学校で手話という言語に出会い、自分たちの言葉
を獲得し、共通言語で語り合い、喧嘩や仲直り、励ましあい、悲しみや辛さを共有してい
る安心感（林、2007）から生じる差であろう。
　 2 つ目は、聴覚障害児の社会化の過程が家庭から聾学校へ代替されていることである。
聴覚障害児を扶養する保護者は聾者以外が圧倒的に多く、聴覚に障害をもつということを
直接的に経験できない聴者の保護者にとって、子どもの心を理解し、気持ちを通じ合わせ
ることに困難をおぼえやすい。さらに、価値観や社会的に自立していることの意味、目標
とする人物や人格が健聴
4 4
社会とは異なることから、聾学校生徒において学校への関与の満
足度が高くなるのは当然である。
5－2－2　関与質問のスコアが全項目で高い
　その理由は以下の 2 つの要因が考えられる。 1 つ目として、聾学校でデフ（deaf）の集
合体が形成され、学校文化としてデフ（Deaf）に引き継がれることである。学校は本来、
個々バラバラな個人が集まって学ぶ場である。しかし、聾学校においては共通項としてデ
フ（deaf）という障害種のもと、その障害を共有する生徒たちが仲間として出会い、やが
て集団の中で成長することで「学びの共同体」（佐藤学、2011：138）が学校全体で形成さ
れる。このような共同体は、幼稚部・小学部・中学部・高等部へ進むにつれて強固になる。
この共同体は、聾学校を卒業してからも職場を超えた連帯、聾者同士の結婚により他の 
“デフ・コミュニティ”と結合され、過去の体験談のつながりとして聾者の間で世代を超
えて“ろう文化”に継承されて強固になる（キャロル・トム、2009）。ここには「日本の“知
り合い同士の小規模グループ”での社会関係資本が担う中核的機能は、安心を提供する、
つまり不確実性とリスクを集団内に限定し、集団外に拡散しないようにする（メアリー、
2008：199）」という、“ろう文化”への移行が見られる。
　 2 つ目は、聾であることが民族よりも強い影響（神田、2007）があることから“デフ・
コミュニティ”の関係性が極めて強固なことである。聾学校で学ぶことで「健聴者
4 4 4
の学校
では築くことが困難だったり緊張をはらむものであった人間関係（キャロル・トム、
2009：51、傍点は筆者による）」の代わりに手話による教育やコミュニティを得ることで、
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聴覚障害児（者）の健全な形成が促される。聾学校は、教員・生徒・保護者と手話や指文
字などの聴者が用いる言語以外で会話できるのが特徴であり魅力である。この魅力ゆえに
聴覚障害児（者）は、自己の所属またはつながりのある“デフ・コミュニティ”の関係性
が強固となり、その中で流通する成功モデルに安易に飛びつき、自己の成功体験と思い込
んでしまう傾向が強い。この傾向は、ホープ質問No. 8 「取り組んでいるときは、いつも
何かに悩んでいた」の項目が聾学校生徒の 1 年生2.6、 2 年生2.9、 3 年生3.1の学年を経る
ごとに高くなることから、年齢（“デフ・コミュニティ”での経験）が増すごとに自律性
が高くなり、さほど悩まないないという結果からもわかる。
　これまでの考察で述べたように“デフ・コミュニティ”は、聴覚障害者（児）の情意面
にとって重要な役割をもっている。次に“デフ・コミュニティ”ではどのような社会性が
育まれているかを社会的・文化的側面から整理をする。
6 　“デフ・コミュニティ”が育む社会性
　聴覚障害児（者）の社会性については、澤（2009：107）が「自分勝手な行動が多く、
自己中心的である・内向的で他人に対して疑い深い・自制心に乏しく、攻撃的・衝動的な
振る舞いが多い・依存性が強く、他人に頼ろうとする傾向が強い」と指摘している。この
ような行動特性は、聴覚障害児が聾学校で日本語とは文法構造の全く異なる別の言語を習
得している過程だということ、その過程で思考自体も日本語以外の言語構造で構築・運用・
操作されることに起因する（林、2007）。前述したように、“デフ・コミュニティ”は、聴
者の社会にはない、聾学校において引き継がれている“ろう文化”として成立する。その
ように考えるならば、聴覚障害児の言語習得には、日本語以外の言語を用いる異文化の理
解と同様に、社会的・文化的側面からの指導やカリキュラム編成が求められるのである。
　四日市（2009：129-130）は「難聴児は、聞きとりやことばの発達の問題から、集団の
活動の関係を捉えることが難しく、自己を表現しようとしても理解されず、話しかけを聞
き逃して笑われたり、からかわれたり、無視されたりしてグループらから疎外されてしま
い、心的外傷を受けざるを得ない。さらに、障害児は過保護な養育を受けていることが多
く、家庭では能力を発揮できても、社会生活ではそれを発揮することができなくなってし
まい、当惑感からやがて劣等感をもつようになる。」とパーソナリティ形成の不十分さに
ついて指摘している。このような対人関係の未熟さは、聴覚障害児の自己中心的・内向的
な側面を増長させ、相手の立場に立つ思考の妨げとり、自己を客観的に認識することを困
難にしている。
　幼児期の聾学校幼稚部での集団活動は、障害児の早期教育の重要性が認識されている現
在において社会性獲得の第一歩である。聾学校は幼児期・児童期から特定の同じ障害を抱
える聴覚障害児と学校生活を送るという同質性を維持することになり、異なる他者との協
調や争いなどの経験が不足する。この経験の不足については、澤（2009：111）が「児童
期以降、子どもに対して求められる社会性は、集団に対し模範的あるいは道徳的に適応す
ることが強調される」と指摘するように、人間関係の広がりを阻害すると同時に深まりを
制限している。
　聴者から異なって見える“デフ・コミュニティ”は、これまで見てきたように聾者独自の
パーソナリティや動機づけ、価値観などに関係づけられた中に存在し、言語獲得の遅さや
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無さの間接的な結果として、以下の経験上の欠陥が表出される（ファース、1982：250）。
　a．彼らは諸々の事実を知らない、すなわち、情報を欠いている。
　b．彼らは最小限の理知的好奇心を示す。
　c．彼らは思考する機会と訓練を得ることがかなり少ない。
　d． 彼らは構造化されていない状況では不安定であり、受動的であり、あるいはかたく
なである。
　ファース（1982：168）は「いくつかの理知的な課題における聾者の不十分な遂行は言
語の不十分さよりも経験の不十分さによって説明されるように思われる。この不十分さと
いう語は、聾児の発達に不利に影響を及ぼす社会－環境的要素をさし示す。」と聴覚障害
児を取り巻く環境について指摘している。石原はこの経験の不足を発達的課題として「直
接体験と間接体験」の側面から捉え、図 2 として表している。8）
　石原の図 2 ・ 3 の指摘は、聴覚障害児（者）は聴者が暗黙知として幼いときから積み重
ねられる間接体験が極めて少なく、かつ経験の幅が狭いということである。筆者は聴覚障
害の二次的障害ともいえるこの間接経験の不足が社会性の獲得に大きく影を落としている
と考えている。また、ファース（1982：168）は「不十分さが明示される圏域は、諸原理
の理解や適用したりする基礎的な能力の欠如ということではなく、問う心の自然的な主導
性あるいは発見にかかわる圏域である。」と指摘する。これらの経験の不足は、とりわけ
間接体験の不足として、自己肯定感の獲得を著しく阻害し、言語力の未発達、思考力の未
熟、低学力、自信喪失、孤立、自暴自棄、無関心、無表情、進学・就職の制限等の深刻な
問題として顕在化した（林、2007）。
　つまり、異なる他者との交流経験の不足は、聴者から見れば聴覚障害児の行動特性の特
異性を際立たせることになる。それにより、聴者と“デフ・コミュニティ”の交わりは限
定的に推移することになる。このように見てくると、障害という医療的な側面もさること
ながら、聴覚障害児が身をおく聾学校において獲得する言語の態様、“デフ・コミュニティ”
出典：図 2・ 3 ともに石原保志「若年聴覚障害者のキャリア教育」インタビュー調査
図 2 　経験の不足の関係図 図 3 　学習の木関係図
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の多様性などの社会的・文化的側面が、個人のパーソナリティ形成にいかなる影響を及ぼ
しているかの検討が求められていることがわかる。しかし、本稿では紙面の関係から課題
の摘出をおこない、検討の必要性の確認に留めた。
7 　まとめ
　これまでの考察から聾学校において継承されている“デフ・コミュニティ”の存在が、
聴覚障害児（者）の行動特性やパーソナリティ形成に対して、聾学校の教育内容よりも影
響を及ぼしていることがわかった。聾学校は学校と生徒の関係性について、通常学校より
強固にする教育環境で、その関係性を強固にする役割を担っているのが“デフ・コミュニ
ティ”の存在であり、また、そこで継承される“ろう文化”でもある。他方でインクルー
シブ教育の推進は、“デフ・コミュニティ”と健聴
4 4
社会の乖離を進行させ、学力や行動規
範といった部分を聴者の視点のもとで力ずくの変化を迫っているように映る。聴覚障害児
のインクルーシブ教育を充実させるためには、聴覚障害児（者）を考察する際に聴力損失
やそこから生じる障害特性から説明するのでなく、聴覚障害児（者）であることとその具
体的で独特なあり方から“ろう文化”的に説明がなされるべきである。
　“デフ・コミュニティ”で使われている手話は、研究者によりその構成要素の捉え方に
若干の差はあるが、共通しているのは視覚的なコミュニケーションとして言語に位置付け
られていることである（原、2015）。独自の言語が存在するということから、独自の明確
な文化の存在を指摘するこができる（原、2017）。その解釈のもとに“ろう文化”を聞こ
えない人たちの独自のポジティブな文化として捉え、“ろう文化”的側面からの障害特性
に配慮された学びが学校教育だけでなく、生涯にわたって提供されることを願っている。
また、このような聴覚障害児に対する研究が結果的に聾学校の存在意義の再確認となる。
この基盤に立ってこそ、障害の有無に関わらず、お互いに学べる場を共有することでなさ
れた日常経験が、健常児も障害児も平等かつ包括的に蓄積されるというインクルーシブ教
育本来の目的が達成されるのである。だからこそ、わが国において聴覚障害の文化的側面
である“ろう文化”的側面が考慮された研究視点のもとでの研究の積み重ねがなされてい
くことを強く期待するとともに、自らも“ろう文化”的視点に立った研究を積み重ねてい
きたい。
【註】
1 ）分離教育とは、特別な支援を必要な児童生徒を地域の学校ではなく、特別支援学校に行かせる教育
のことである。
2 ）Hope Study尺度とは、SynderのHope尺度を中心にDeciの自己決定尺度、Johnsonらの学級受容尺度な
ど 5 つの指標を組み合せた心理検査である。
3 ）協同学習とは協力して学び合うことで、学ぶ内容の理解・習得を目指すとともに、協同の意義に気
づき、協同の技能を磨き、協同の価値を学ぶ（内化する）ことが意図される教育活動を指す。
4 ）「ろう文化宣言」については、木村晴美・市田泰弘（2007）「ろう文化宣言」現代思想編集部編『ろ
う文化』青土社pp. 8-17が詳しい。
5 ）聴者の学校では教師への不平不満は教師のいないところで話されるが、聾学校の場合は教師の目の
前でなされ、そのことに教師は何を言われているかわからない事実がある。
6 ） 聞こえの能力の指標としてのdBを測定するのには「オージオメーター」という機械を用いる。オー
ジオメーターで測定した閾値（どれだけ小さい音まで聞こえるか）をグラフ化したものを「オージ
オグラム」という。
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7 ） 5 つの尺度については上杉（2010）「プロジェクト・ベース学習の実践ガイド」に詳しい。
8 ）2013年10月に実施した石原保志氏（筑波技術大学）の「若年聴覚障害者のキャリア教育」について
インタビュー調査から。
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